
別記様式第６ 鑑定評価書（ 年地価調査）
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住宅 中小規模の住宅が建ち並
ぶ住宅地域

西調布660 m

特になし 基準方位　　　　
北４ｍ市道

西調布駅　　　　　　
北東方
660 m

今後の経済動向が不動産市場に与える影響に留意が必要だが、市内の
不動産需要は堅調、供給が少ないエリアは特に地価が上昇している。

最寄り駅から徒歩圏内の区画整然とした住宅地域である。地域要因に
特段の変化はみられない。

画地規模、街路条件は概ね標準的と判断される。個別的要因に変動は
ない。

戸建住宅が建ち並ぶ既成住宅地域であり、特段の変動要因もみられないことから、当面は現況を維持して推移し
ていくものと思われる。
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(7)試算価格の調整・

　 額の決定の理由　　　
　 検証及び鑑定評価

(6)市場の特性

近隣地域は、アパート等もみられるが、自用の戸建住宅を中心とした取引が多く、賃料獲得を目的とした賃貸収益性よ
りも資産性や居住の快適性、利便性等を重視した取引が多いため、地価形成における収益性の影響は僅少である。した
がって、収益価格よりも比準価格が市場の実態をより強く反映しており、説得力を有する。以上から、本件においては
比準価格を重視し、収益価格を参考として、指定基準地との均衡にも留意して鑑定評価額を上記の通り決定した。

同一需給圏は調布市及び隣接する府中市のうち、京王線沿線駅の徒歩圏の住宅地域である。需要者は同一需給圏の居住
者が多いが、都心部へ通勤する同一需給圏外のサラリーマン世帯等も考えられる。付近には調布飛行場があるが最寄駅
まで徒歩８分程度の住宅地域であり、地価は上昇傾向にある。市場において中心となる価格帯は、土地は１００㎡程度
で３，０００万円前後、新築の戸建住宅で５，０００万円程度となっている。

①－１対象基準地の検討
継続　　新規

代表標準地　　標準地

宅地-1

日提出年 月

調布(都) － 14

開発法　　　　 開発法による価格 円／㎡

の適用

業者名

氏名

基準地番号 提出先 所属分科会名

令和 4

令和 4 7 1

令和 4 7 4

調布(都)　 － 14 東京都 多摩第２ 不動産鑑定士 粕谷　明子

株式会社アセットアドバンス

令和 4 6 25

令和 4 7 2

調布市富士見町一丁目２３番５ 133

1：2 ＬＳ 2

南西4 m

市道

水道、

ガス、

下水

１低専
(40,80)
高度(1種)
（その他）

50 10 30 50 低層住宅地

8 15 120 長方形
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低層住宅地 方位                          +4.0
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／

／
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0.0
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